
令和３年３月定例月議会議案一覧 

 

議案番号 件   名 

報告 １ 専決処分事項の報告について（損害賠償の額の専決処分） 

議案１１ 公平委員会の委員の選任について 

議案１２ 固定資産評価審査委員会の委員の選任について 

議案１３ 財産の買入れについて（ＩＣ関連機器） 

議案１４ 令和２年度豊明市一般会計補正予算（第１９号）について 

議案１５ 市道の路線廃止について 

議案１６ 市道の路線認定について 

議案１７ 豊明市多文化共生施策懇話会設置条例の制定について 

議案１８ 
豊明市特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例の特例を定
める条例の制定について 

議案１９ 
豊明市農村集落家庭排水施設特別会計設置に関する条例及び豊
明市農村集落家庭排水施設条例の廃止について 

議案２０ 
豊明市二村台地区新設校開設準備委員会設置条例の廃止につい
て 

議案２１ 
豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関す
る条例の一部改正について 

議案２２ 豊明市国民健康保険税条例の一部改正について 

議案２３ 豊明市遺児手当支給条例の一部改正について 

議案２４ 豊明市介護保険条例の一部改正について 

議案２５ 
豊明市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に
関する基準等を定める条例の一部改正について 

議案２６ 

豊明市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及
び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防
のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一
部改正について 

議案２７ 

豊明市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介
護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関
する基準等を定める条例の一部改正について 



議案２８ 
豊明市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準
等を定める条例の一部改正について 

議案２９ 
豊明市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の
一部改正について 

議案３０ 豊明市消防団条例の一部改正について 

議案３１ 令和２年度豊明市一般会計補正予算（第２０号）について 

議案３２ 
令和２年度豊明市国民健康保険特別会計補正予算（第４号）に
ついて 

議案３３ 
令和２年度豊明市土地取得特別会計補正予算（第１号）につい
て 

議案３４ 
令和２年度豊明市有料駐車場事業特別会計補正予算（第１号）
について 

議案３５ 
令和２年度豊明市介護保険特別会計補正予算（第２号）につい
て 

議案３６ 
令和２年度豊明市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）
について 

議案３７ 
令和２年度豊明市水上太陽光発電事業特別会計補正予算（第１
号）について 

議案３８ 令和２年度豊明市下水道事業会計補正予算（第３号）について 

 



報告第１号 

 

専決処分事項の報告について 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、損害賠償の額を別添のとおり

専決したので、同条第２項の規定により議会に報告する。 

 

令和３年２月２４日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 



専決第１号 

 

損害賠償の額の専決処分書 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、損害賠償の額を専決する。 

 

令和３年２月１０日専決 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 

 

記 

１ 損害賠償額   金２８４，５５５円 

２ 原 因   公用車の接触による物損事故 

３ 事故の概要 

 （１）事故の発生日時  令和３年１月８日 午後２時５０分頃 

 （２）事故の発生場所  豊明市新栄町六丁目交差点 

（３）事 故 の 経 過   上記場所において、相手方車両に接触し､損傷を 

負わせたもの 

 （４）相手方の損害  車両の損傷 

 （５）過 失 割 合  豊明市１００%、相手方０% 

 

 

 

            

 

 

 

 

 

 

 



議案第１１号 

 

   公平委員会の委員の選任について  

下記の者は、令和３年３月３１日任期満了となるので、同人を再任するもの

とする。 

  

  令和３年２月２４日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

住  所   豊明市新栄町 

氏  名   得 能 一 美 

生年月日    

 

   説 明 

 この案を提出するのは、地方公務員法第９条の２第２項の規定に基づき、議

会の同意を得るため必要があるからである。  

 

 

 



議案第１２号 

 

固定資産評価審査委員会の委員の選任について  

下記の者は、令和３年４月２３日任期満了となるので、同人を再任するもの

とする。 

 

令和３年２月２４日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

住  所   豊明市沓掛町 

氏  名   早 川  要 

生年月日    

 

説 明 

この案を提出するのは、地方税法第４２３条第３項の規定に基づき、議会の

同意を得るため必要があるからである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第１３号        

 

   財産の買入れについて 

 下記のとおり財産を買い入れるものとする。 

 

  令和３年２月２４日提出 

 

                豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

１ 物 品 名   ＩＣ関連機器 

２ 納 入 場 所   豊明市立図書館、南部公民館図書室 

３ 数 量   １４台  

４ 買 入 金 額   ２１，１２０，０００円 

５ 買 入 先   京都府京都市伏見区竹田鳥羽殿町６番地 

京セラコミュニケーションシステム株式会社 

          代表取締役社長 黒瀬 善仁           

６ 契約の方法   ４社の指名競争入札                 

 

   説 明 

 この案を提出するのは、豊明市立図書館及び南部公民館図書室にＩＣ関連機

器を買い入れるため必要があるからである。 

 





















議案第１５号 

 

   市道の路線廃止について 

 道路法第１０条第１項の規定に基づき、市道の路線を下記のとおり廃止する

ものとする。 

 

令和３年２月２４日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

路線番号 路線名 
起       点 

終       点 
摘 要 

１３０６ 沓掛北２０９号 
豊明市沓掛町寺池１００番地の１地先 

豊明市沓掛町寺池１２０番地先 
附図 

１３０７ 沓掛北２１０号 
豊明市沓掛町寺池１０１番地先 

豊明市沓掛町寺池１１９番地先 
附図 

１３０８ 沓掛北２１１号 
豊明市沓掛町寺池８９番地先 

豊明市沓掛町寺池１１８番地先 
附図 

１３０９ 沓掛北２１２号 
豊明市沓掛町寺池１０３番地先 

豊明市沓掛町寺池１１７番地先 
附図 

１３１０ 沓掛北２１３号 
豊明市沓掛町寺池９４番地先 

豊明市沓掛町宿１２０番地先 
附図 

 

   説 明 

 この案を提出するのは、土地区画整理により市道を廃止する必要があるから

である。 

   





議案第１６号 

 

   市道の路線認定について 

 道路法第８条第２項の規定に基づき、市道の路線を下記のとおり認定するも

のとする。 

 

  令和３年２月２４日提出 

                

豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

路線番号 路線名 
起       点 

終       点 
摘 要 

１３１０ 沓掛北２１３号 
豊明市沓掛町宿１９６番１地先 

豊明市沓掛町宿１２０番地先 

 

附図 

 

   説 明 

 この案を提出するのは、市道として管理するために、新たに市道認定する必

要があるからである。 





議案第１７号 

 

   豊明市多文化共生施策懇話会設置条例の制定について 

 豊明市多文化共生施策懇話会設置条例を別添のように定めるものとする。 

 

  令和３年２月２４日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、外国籍市民施策懇話会の名称及び委員の人数を改め、

新たに豊明市多文化共生施策懇話会として設置するため必要があるからである。 



豊明市多文化共生施策懇話会設置条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、外国籍市民又は外国にルーツのある市民（以下「外国人

市民」という。）が抱える問題を把握し、それに対する施策の方針策定につ

いての調査審議をするため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３

８条の４第３項の規定に基づき、市長の附属機関として、豊明市多文化共生

施策懇話会（以下「懇話会」という。）の設置に関し必要となる事項を定め

るものとする。 

（担任事務） 

第２条 この条例において、懇話会の担任する事務の細目については、次の各

号に掲げる事務とする。 

（１） 外国人市民の現状及び課題に関する事項 

（２） 外国人市民が抱える問題及びその対応に関する事項 

（３） 多文化共生社会づくりに向けた施策のあり方に関する事項 

（４） その他地域の国際化に関する事項 

（委員） 

第３条 懇話会は、委員１２人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

（１） 外国人市民 

（２） 公募により選出された市民 

（３） 国際交流関係のＮＰＯ代表 

（４） 学識経験を有する者 

（５） 多文化共生施策に関係する市の職員 

（６） その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 懇話会に会長及び副会長を置く。 



２ 会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、懇話会を代表する。 

４ 副会長は、会長が委員のうちから指名する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたときは、その

職務を代理する。 

（会議） 

第６条 懇話会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、議長とな

る。 

２ 懇話会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 懇話会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

（関係者の出席等） 

第７条 懇話会は、必要があると認めるときは、委員以外の者の意見若しくは

説明を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

（報告及び提言） 

第８条 懇話会は、検討した事項について、市長に報告又は提言することがで

きる。 

（庶務） 

第９条 懇話会の庶務は、市民生活部市民協働課において処理する。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、懇話会に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この条例の施行日の前日において豊明市外国籍市民施策懇話会運営規

則（平成２６年豊明市規則第２１号。以下この条において「規則」という。）

第３条の規定により委嘱されている委員は、この条例の施行日において条例

第３条の規定により委嘱又は任命されたものとみなす。この場合において、



委員の任期は、条例第４条の規定にかかわらず、規則第４条の規定による施

行日前日における残任期間とする。 

 （豊明市附属機関設置条例の一部改正） 

第３条 豊明市附属機関設置条例（平成２６年豊明市条例第３４号）の一部を

次のように改正する。 

  別表中 

 「 

外国籍市民施策懇話

会 

外国籍市民が抱える問題を把握し、そ

れに対する施策の方針策定について

の調査審議に関する事務 

９人以内 

」 

を削る。 



議案第１８号 

 

   豊明市特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例の特例を定める条例

の制定について 

 豊明市特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例の特例を定める条例を別

添のように定めるものとする。 

 

  令和３年２月２４日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、市長、副市長及び教育長の給与を減額するため必要

があるからである。 

 

 



豊明市特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例の特例を定める条例  

 

（趣旨）  

第１条 この条例は、豊明市特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例（昭

和４９年豊明市条例第２９号。以下「条例」という。）に規定する給料の減

額に関し必要な事項を定める。 

（給料月額の特例）                         

第２条 この条例の施行の日（以下「施行日」という。）において市長として

在職している者の施行日から現市長の在職期間が終了するまでの給料月額は、

条例第３条の規定にかかわらず、同条に規定する額に１００分の９０を乗じ

て得た額とし、副市長及び教育長として在職している者の施行日から現市長

の在職期間が終了するまでの給料月額は、同条の規定にかかわらず、同条に

規定する額に１００分の９５を乗じて得た額とする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（廃止規定） 

第２条 豊明市特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例の特例を定める条

例（令和２年豊明市条例第９号）は、廃止する。 



議案第１９号 

 
豊明市農村集落家庭排水施設特別会計設置に関する条例及び豊明市農村

集落家庭排水施設条例の廃止について 

豊明市農村集落家庭排水施設特別会計設置に関する条例及び豊明市農村集落

家庭排水施設条例を廃止する条例を別添のように定めるものとする。 

 
令和３年２月２４日提出 

 
豊明市長  小 浮 正 典      

 
説 明 

この案を提出するのは、豊明市農村集落家庭排水施設事業を廃止することに

伴い必要があるからである。 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 



豊明市農村集落家庭排水施設特別会計設置に関する条例及び豊明市農村

集落家庭排水施設条例を廃止する条例 

 

次に掲げる条例は、廃止する。 

（１） 豊明市農村集落家庭排水施設特別会計設置に関する条例（昭和５８ 

年豊明市条例第１号） 

（２） 豊明市農村集落家庭排水施設条例（昭和５７年豊明市条例第３５号） 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（豊明市農村集落家庭排水施設特別会計設置に関する条例の廃止に伴う経過

措置） 

第２条 豊明市農村集落家庭排水施設特別会計の廃止の際、同会計に属する余

剰金、債権、債務及び財産については、豊明市下水道事業会計に帰属するも

のとする。 

 （豊明市農村集落家庭排水施設条例の廃止に伴う経過措置） 

第３条 この条例の施行の日の前日までに、廃止前の豊明市農村集落家庭排水

施設条例の規定によりなされた処分、手続き、その他の行為及び使用料に係

る取扱いについては、なお従前の例による。 

  

 



議案第２０号 

 

   豊明市二村台地区新設校開設準備委員会設置条例の廃止について 

 豊明市二村台地区新設校開設準備委員会設置条例を廃止する条例を別添のよ

うに定めるものとする。 

 

  令和３年２月２４日提出 

 

                豊明市長  小 浮 正 典      

 

 

   説 明 

 この案を提出するのは、豊明市二村台地区新設校開設準備委員会を廃止する

ため必要があるからである。 

 



豊明市二村台地区新設校開設準備委員会設置条例を廃止する条例 

 

豊明市二村台地区新設校開設準備委員会設置条例（平成３０年豊明市条例第

３１号）は、廃止する。  

附 則 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 



議案第２１号 

 

   豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関する条例の  

   一部改正について 

 豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関する条例の一部

を改正する条例を別添のように定めるものとする。  

 

  令和３年２月２４日提出 

 

                豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、園歯科医の報酬額の変更等に伴い改正する必要があ

るからである。 

 

 



豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関する条例の  

一部を改正する条例  

 

 豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和

４７年豊明市条例第３１号）の一部を次のように改正する。  

別表中  

「 

園歯科医 年額２８４，０００以内において市長が定める額 

」  

を  

「  

園歯科医 年額４２７，０００以内において市長が定める額 

」  

に、  

「  

市街地整備アドバイザー １回 ２５,６００ 旅費条例による３級職相当

職 

」  

を  

「  

市街地整備アドバイザー １回 ２５,６００ 旅費条例による３級職相当

額 

」  

に改める。  

附 則  

この条例は、令和３年４月１日から施行する。  



議案第２２号 

 

豊明市国民健康保険税条例の一部改正について 

豊明市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別添のように定めるもの

とする。 

 

令和３年２月２４日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 

 

説 明 

この案を提出するのは、地方税法等の一部改正及び国民健康保険税の適正化

を図るために必要があるからである。 



豊明市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

豊明市国民健康保険税条例（昭和４７年豊明市条例第４６号）の一部を次の

ように改正する。 

 第２条第２項ただし書中「６１万円」を「６３万円」に改め、同条第４項た

だし書中「１６万円」を「１７万円」に改める。 

第２３条中「６１万円」を「６３万円」に、「１６万円」を「１７万円」に

改め、同条第１号中「３３万円」を「４３万円（納税義務者並びにその世帯に

属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得を有す

る者（前年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法（昭和

４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得について同条第３項

に規定する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与等の

収入金額が５５万円を超えるものに限る。）をいう。以下この号において同

じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７０３条の５

に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に

係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者

（年齢６５歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超え

る者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が１１

０万円を超える者に限る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合

計数（以下この条において「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合に

あっては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗

じて得た金額を加算した金額）」に改め、同条第２号及び第３号中「３３万円」

を「４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及

び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、４

３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額

を加算した金額）」に改める。 

第２７条第３項中「第２項」を「前２項」に改める。 

 附則第２項中「所得税法（昭和４０年法律第３３号）」を「所得税法」に改

め、「同条中「法第７０３条の５に規定する総所得金額」の次に「及び山林所

得金額」を加え、「、「法」を「「法」に、「とする。）」」を「とする。）



及び山林所得金額」と、「１１０万円」とあるのは「１２５万円」」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例による改正後の豊明市国民健康保険税条例の規定は、令和３

年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和２年度分までの国

民健康保険税については、なお従前の例による。 



議案第２３号 

 

   豊明市遺児手当支給条例の一部改正について 

 豊明市遺児手当支給条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものと

する。 

 

  令和３年２月２４日提出 

 

                  豊明市長  小 浮 正 典 

 

   説 明 

 この案を提出するのは、災害等による認定申請の遅延に対応をするために必

要があるからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



豊明市遺児手当支給条例の一部を改正する条例 

 

豊明市遺児手当支給条例（平成４年豊明市条例第２号）の一部を次のように

改正する。 

第６条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 受給資格者が災害その他やむを得ない理由により第４条の認定の申請をす

ることができなかった場合において、その理由がやんだ後１５日以内に当該

申請をしたときは、手当の支給は、前項の規定にかかわらず、受給資格者が

やむを得ない理由により認定の申請をできなくなった日の属する月の翌月か

ら始める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 改正後の豊明市遺児手当支給条例（以下「新条例」という。）第６条

第２項の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以降に生

じた災害その他やむを得ない理由により新条例第４条の認定の申請をするこ

とができなかった場合について適用する。 

第３条 前条の規定に関わらず、令和２年４月１０日から施行日の前日までの

間に生じた新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）

附則第１条の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症の発生又はまん

延に起因するやむを得ない理由により改正前の豊明市遺児手当支給条例第４

条の規定による認定の申請をすることができなかった場合については、新条

例第６条第２項の規定を適用する。この場合において、同項中「その理由が

やんだ後１５日以内」とあるのは、「その理由がやんだ後１５日以内（その

理由のやんだ日が豊明市遺児手当支給条例の一部を改正する条例（令和３年

豊明市条例第 号）の施行の日前である場合には、同日後１５日以内）」と

する。 



議案第２４号 

 

   豊明市介護保険条例の一部改正について 

 豊明市介護保険条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。 

 

  令和３年２月２４日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、第８期高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定にお

ける介護保険料の改定及び地方税法の一部改正に伴い必要があるからである。 



豊明市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

豊明市介護保険条例（平成１２年豊明市条例第３号）の一部を次のように改

正する。 

第６条第１項中「平成３０年度から令和２年度」を「令和３年度から令和５

年度」に改め、同項第１号中「２９，７００円」を「３０，６００円」に改め、

同項第２号中「４３，０００円」を「４４，２００円」に改め、同項第３号中

「４６，３００円」を「４７，６００円」に改め、同項第４号中「５９，５０

０円」を「６１，２００円」に改め、同項第５号中「６６，１００円」を「６

８，１００円」に改め、同項第６号中「７９，４００円」を「８１，７００円」

に改め、同号ア中「第３５条の２第１項」の次に「、第３５条の３第１項」を

加え、「控除して得た額とする。」を「控除して得た額とし、当該合計所得金

額が０を下回る場合には、０とする。」に改め、同項第７号中「８６，０００

円」を「８８，５００円」に改め、同号ア中「１９０万円未満」を「２１０万

円未満」に改め、同項第８号中「９２，６００円」を「９５，３００円」に改

め、同項第９号中「９９，２００円」を「１０２，１００円」に改め、同号ア

中「３４０万円未満」を「３２０万円未満」に改め、同項第１０号中「１０５，

８００円」を「１０８，９００円」に改め、同項第１１号中「１１９，１００

円」を「１２２，５００円」に改め、同項第１２号中「１３２，３００円」を

「１３６，２００円」に改め、同項第１３号中「１４５，５００円」を「１４

９，８００円」に改め、同条第２項を次のように改める。 

２ 所得の少ない第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る次の各号

に掲げる者の令和３年度から令和５年度までの保険料率は、前項の規定にか

かわらず、それぞれ当該各号に定める額とする。 

（１） 前項第１号に該当する者 ２０，４００円 

（２） 前項第２号に該当する者 ３０，６００円 

（３） 前項第３号に該当する者 ４４，２００円 

第６条第３項及び第４項を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 



第１条 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（令和３年度から令和５年度までの保険料率の算定に関する基準の特例） 

第２条 第１号被保険者のうち、令和２年の合計所得金額に所得税法（昭和４

０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得又は同法第３５条第

３項に規定する公的年金等に係る所得が含まれている者の令和３年度におけ

る保険料率の算定についての第６条第１項（第６号ア、第７号ア、第８号ア、

第９号ア、第１０号ア、第１１号ア及び第１２号アに係る部分に限る。）の

規定の適用については、同項第６号ア中「租税特別措置法」とあるのは、「所

得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得及び

同法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得の合計額については、

同法第２８条第２項の規定によって計算した金額及び同法第３５条第２項第

１号の規定によって計算した金額の合計額から１０万円を控除して得た額

（当該額が０を下回る場合には、０とする。）によるものとし、租税特別措

置法」とする。 

２ 前項の規定は、令和４年度における保険料率の算定について準用する。こ

の場合において、同項中「令和２年」とあるのは、「令和３年」と読み替え

るものとする。 

３ 第１項の規定は、令和５年度における保険料率の算定について準用する。

この場合において、同項中「令和２年」とあるのは、「令和４年」と読み替

えるものとする。 

（経過措置） 

第３条 改正後の第６条の規定は、令和３年度以降の年度分の保険料から適用

し、令和２年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 



議案第２５号 

 

   豊明市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準等を定める条例の一部改正について 

 豊明市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。 

 

  令和３年２月２４日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運

営に関する基準の一部改正に伴い必要があるからである。 



   豊明市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準等を定める条例の一部を改正する条例 

 

豊明市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例（平成２８年豊明市条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

第３条に次の２項を加える。 

３ 指定地域密着型サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等の

ため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施す

る等の措置を講じなければならない。 

４ 指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスを提供するに

当たっては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他

必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

 第１２条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、前項に規定する訓練の実施に当たって、

地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。 

 第２８条中「第２１条」を「第２２条」に改める。 

 第３８条中「第３３条及び第３４条」を「第３４条及び第３５条」に改める。 

 第３９条中「第２０条」を「第２１条」に改める。 

 第４１条中「第２１条及び第２２条」を「第２２条及び第２３条」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 



議案第２６号 

 

   豊明市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並

びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部改正について 

 豊明市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例を別添のように定めるもの

とする。 

 

  令和３年２月２４日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設

備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準の一部改正に伴い必要があるからである。 



豊明市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並

びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例 

 

豊明市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準等を定める条例（平成２８年豊明市条例第４０号）の一部を次の

ように改正する。 

第３条に次の２項を加える。 

３ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の

防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修

を実施する等の措置を講じなければならない。 

４ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、指定地域密着型介護予防サー

ビスを提供するに当たっては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険

等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなけれ

ばならない。 

第７条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項に規定する訓練の実施

に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。 

   附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 



議案第２７号 

 

   豊明市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支

援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定

める条例の一部改正について 

 豊明市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一

部を改正する条例を別添のように定めるものとする。 

 

  令和３年２月２４日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指

定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の

一部改正に伴い必要があるからである。 



豊明市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支

援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定め

る条例の一部を改正する条例 

 

豊明市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平

成３０年豊明市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

第４条に次の２項を加える。 

５ 指定介護予防支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、

必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の

措置を講じなければならない。 

６ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援を提供するに当たっては、

法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を

活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

   附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 



議案第２８号 

 

   豊明市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定め

る条例の一部改正について 

 豊明市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条

例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。  

 

  令和３年２月２４日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する

基準の一部改正に伴い必要があるからである。 



豊明市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定め

る条例の一部を改正する条例 

 

豊明市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条

例（平成３０年豊明市条例第４号）の一部を次のように改正する。 

第４条に次の２項を加える。 

５ 指定居宅介護支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、

必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の

措置を講じなければならない。 

６ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を提供するに当たっては、

法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を

活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

   附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 



議案第２９号 

 

   豊明市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

について 

 豊明市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正す

る条例を別添のように定めるものとする。 

 

  令和３年２月２４日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、柿ノ木工業団地の整備に伴い地区計画区域内におけ

る建築物の制限を定めるために必要があるからである。 

 

 

 

 

 



豊明市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改

正する条例 

 

豊明市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成１５年豊

明市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

第１６条を第１７条とする。 

第１５条第１項第２号中「第５条第１項、第６条、第７条第１項及び第９条」 

を「第５条、第６条第１項、第７条、第８条第１項及び第１０条」に改め、同

項第４号中「第５条第１項」を「第６条第１項」に改め、同条を第１６条とす

る。 

第１４条を第１５条とし、第１３条を第１４条とし、第１２条を第１３条と

する。 

第１１条中「第５条第１項」を「第６条第１項」に改め、同条を第１２条と

する。 

第１０条中「第５条第１項」を「第６条第１項」に改め、同条を第１１条と

する。 

第９条中「（ク）欄」を「（ケ）欄」に改め、同条を第１０条とする。 

第８条中「（キ）欄」を「（ク）欄」に改め、同条を第９条とする。 

第７条第１項中「（カ）欄」を「（キ）欄」に改め、同条を第８条とする。 

第６条中「（オ）欄」を「（カ）欄」に改め、同条を第７条とする。 

第５条第１項中「（エ）欄」を「（オ）欄」に改め、同条を第６条とする。 

第４条の次に次の１条を加える。 

（建築物の建蔽率の最高限度） 

第５条 建築物の建築面積（同一敷地内に２以上の建築物がある場合において 

は、その建築面積の合計）の敷地面積に対する割合（以下「建蔽率」という。） 

は、別表第２（ア）欄の計画地区の区分に応じ、それぞれ同表（エ）欄に掲

げる数値を超えてはならない。 

別表第１に次のように加える。 

柿ノ木工業団地地区整備計画区域 都市計画法第２０条第１項の規定により告示された名古

屋都市計画柿ノ木工業団地地区計画の地区整備計画が定

められた区域 



別表第２を次のように改める。 

別表第２（第３条～第１０条関係） 

名称 
（ア） （イ） （ウ） （エ） （オ） （カ） （キ） （ク） （ケ） 

計画地

区の区

分 

建築物の用途の制限 容積率

の最高

限度 

建蔽率

の最高

限度 

建築物の

敷地面積

の最低限

度（㎡） 

壁面の位置

の制限 

建築物の

高さの最

高限度

（ｍ） 

建築

物の

形態

又は

意匠

の制

限 

垣又はさ

くの構造

の制限 

前後駅

南地区

整備計

画区域  

A地区 次に掲げる建築物は、

建築してはならない。 

（１） 専用住宅（１戸

建） 

（２） 工場（パン屋、米

屋、豆腐屋、菓子屋

その他これらに類す

る食品製造業を営む

もの（法別表第２

（と）項第３号（２

の２）又は（４の

４）に該当するもの

を除く。）で、作業

場の床面積の合計が

５０㎡以下であり、

かつ、原動機を使用

する場合にあって

は、その出力の合計

が０．７５キロワッ

ト以下のものを除

く。） 

（３） 倉庫業を営む倉庫 

（４） マージャン屋、ぱ

ちんこ屋、射的場、

カラオケボックス、

勝馬投票券発売所、

場外車券売場その他

これらに類するもの 

― ― １３０。 

ただし、

地域集会

場はこの

限りでな

い。 

― ― ― ― 

 B地区 次に掲げる建築物は、

建築してはならない。 

（１） 工場（パン屋、米

屋、豆腐屋、菓子屋

その他これらに類す

る食品製造業を営む

もの（法別表第２

（と）項第３号（２

の２）又は（４の

４）に該当するもの

を除く。）で、作業

場の床面積の合計が

５０㎡以下であり、

かつ、原動機を使用

する場合にあって

は、その出力の合計 

       



  が０．７５キロワッ

ト以下のものを除

く。） 

（２） ボーリング場、ス

ケート場、水泳場、

スキー場、ゴルフ練

習場及びバッティン

グ練習場 

（３） ホテル又は旅館 

（４） 自動車教習場 

（５） 床面積の合計が１

５㎡を超える畜舎 

       

C地区 次に掲げる建築物は、

建築してはならない。 

（１） 店舗若しくは事務

所が２階以上の部分

にあるもの又はその

用途に供する部分の

床面積の合計が３０

０㎡を超えるもの 

中島地

区整備

計画区

域 

全域 次に掲げる建築物は、

建築してはならない。 

（１） 店舗、飲食店その

他これらに類する用

途に供するもののう

ち建築基準法施行令

（昭和２５年政令第

３３８号）第１３０

条の５の３で定める

もので、その用途に

供する部分の床面積

の合計が５００㎡以

上のもの又は３階以

上の部分をその用途

に供するもの 

（２） ボーリング場、ス

ケート場、水泳場、

スキー場、ゴルフ練

習場及びバッティン

グ練習場 

（３） ホテル又は旅館 

（４） 自動車教習場 

（５） 床面積の合計が１

５㎡を超える畜舎 

（６） 法別表第２（ほ）

項に掲げる建築物 

― ― １３０ ― ― ― ― 

新左山

工業団

地地区

整備計

画区域 

A地区 次に掲げる建築物以外

の建築物は、建築しては

ならない。 

（１） 倉庫 

（２） 工場（法別表第２

（る）項第１号で定

めるものを除く。） 

（３） 前２号の建築物に

附属し、用途上不可

分のもの（法別表第

２（る）項第２号で 

― ― １，００

０ 

道路から

の後退距離

にあっては

２ｍ、その

他の境界線

（隣地が当

該地区整備

計画区域内

である場合

の敷地境界

線からの後 

２０ ― 敷地境

界線から

２ｍ未満

の距離に

存する垣

又はさく

は、生垣

又はフェ

ンスその

他の透視

性のある 



  定めるものを除

く。） 

   退距離は緩

衝緑地とし

て１ｍ）か

らの後退距

離にあって

は５ｍ 

  鉄さく等

（基礎を

有する場

合にあっ

ては、基

礎の高さ

（敷地地

盤面から

の高さを

いう。）

が０．６

ｍ以下の

ものに限

る。）と

しなけれ

ばならな

い。 

B地区 次に掲げる建築物以外

の建築物は、建築しては

ならない。 

（１） 工場（法別表第２

（る）項第１号で定

めるものを除く。） 

（２） 前号の建築物に附

属し、用途上不可分

のもの（法別表第２

（る）項第２号で定

めるものを除く。） 

勅使台

地区整

備計画

区域 

一戸

建専

用住

宅地

区 

次に掲げる建築物以外

の建築物は、建築しては

ならない。ただし、公園

その他これに類するもの

において公共の用に供さ

れる建築物は除く。 

（１） 一戸建専用住宅 

（２） 前号に附属する物

置又は自動車車庫 

１０／

１０ 

― ２００ １ｍ。ただ

し、住宅部

分と別棟と

した附属建

築物で、軒

の高さが

２．３ｍ以

下でかつそ

の面積が１

０㎡以下の

もの及び自

動車車庫は

この限りで

ない。 

（１） 建

築物の高

さにあっ

ては１０

ｍ 

（２） 建

築物の軒

の高さに

あっては

７ｍ 

（３） 建

築物の各

部分の高

さにあっ

ては、当

該部分か

ら前面道

路の反対

側の境界

線又は隣

地境界線

までの真

北方向の

水平距離

に１．２

５を乗じ

て得たも

のに５ｍ

を加えた

もの 

― 垣又は

さくは、

生垣ある

いはフェ

ンス、鉄

さく等と

し、ブロ

ック塀等

に類する

ものは設

置しては

ならな

い。ただ

し、フェ

ンス等の

基礎であ

るブロッ

クその他

これに類

するもの

で高さが

０．６ｍ

以下のも

の、又は

片袖の長

さが２．

１ｍまで

の門柱及

びその内

壁にあっ 

一戸

建兼

用住

宅地

区 

次に掲げる建築物以外

の建築物は、建築しては

ならない。 

（１） 一戸建専用住宅 

（２） 一戸建店舗（建築

基準法施行令第１３

０条の５の２で定め

る用途に供するもの

に限る。）兼用住宅 

（３） 前２号に附属する

物置又は自動車車庫 

１５／

１０ 

  店舗

用地

区 

 

 

 

 

次に掲げる建築物以外

の建築物は、建築しては

ならない。 

（１） 物品販売業を営む

店舗 

（２） 飲食店（風俗営業

等の規制及び業務の

適正化等に関する法

律（昭和２３年法律

第１２２号）第２条 

―   ３００ １ｍ。ただ

し、附属建

築物で、軒

の高さが

２．３ｍ以

下でかつそ

の面積が２

０㎡以下の

もの及び自

動車車庫は 

（１） 建

築物の高

さにあっ

ては１０

ｍ 

（２） 建

築物の各 

部分の高

さにあっ

ては、当 

  てはこの

限りでな

い。 



  第１項に規定する営

業の用に供するもの

を除く。） 

（３） 前２号の附属建築

物 

（４） 第１号又は第２号

の建築物で住宅の用

途を兼ねる物（延べ

床面積の２分の１以

上を居住の用に供す

るものを除く。） 

   この限りで

ない。 

該部分か

ら前面道

路の反対

側の境界

線又は隣

地境界線

までの真

北方向の

水平距離

に１．２

５を乗じ

て得たも

のに５ｍ

を加えた

もの 

  

ゆたか

台中地

区整備

計画区

域 

A地区 ― １５／

１０ 

― ― 隣地境界

線からの後

退距離にあ

っては０．

５ｍ、道路

（幅員が１

６ｍ以上の

ものは除

く。）境界

線からの後

退距離にあ

っては１ｍ

とする。た

だし、附属

建築物であ

る自動車車

庫はこの限

りでない。 

２０ ― 垣又は

さくは、

生垣ある

いはフェ

ンス、鉄

さく等と

し、ブロ

ック塀等

に類する

ものは設

置しては

ならな

い。ただ

し、フェ

ンス等の

基礎であ

るブロッ

クその他

これに類

するもの

で高さが

０．６ｍ

以下のも

の、又は

片袖の長

さが２．

１ｍまで

の門柱及

びその内

壁にあっ

てはこの

限りでな

い。 

B地区 ― 

榎山地

区整備

計画区

域 

全域 次に掲げる建築物以外

の建築物は、建築しては

ならない。 

（１） 一戸建住宅 

（２） 一戸建兼用住宅

で、延べ床面積の２

分の１以上を居住の

用に供し、かつ、学

習塾、華道教室、茶 

１０／

１０ 

― ２００ （１） 道

路境界線か

らの後退距

離は１ｍ以

上とする。

ただし、道

路隅切り部

について

は、それぞ 

（１） 建

築物の軒

の高さは

７ｍを超

えてはな

らない。 

（２） 建

築物の高

さは１０ 

― （１） 

垣又はさ

くの構造

は、生け

垣又はフ

ェンスと

し、ブロ

ック塀等

に類する 



  道教室、囲碁教室そ

の他これらに類する

用途を兼ねるもの

（これらの用途に供

する部分の床面積の

合計が５０㎡を超え

るものを除く。） 

（３） 集会所 

（４） 前３号の建築物に

附属するもの 

   れの道路境

界を延長し

た線をみな

し境界線と

する。 

（２） 隣

地境界線か

らの後退距

離は０．７

５ｍ以上と

する。 

（３） 次

の建築物等

は前２号を

適用しな

い。 

ア 外壁又

はこれに代

わる柱の中

心線の長さ

が３ｍ以下

の部分 

イ 自動車

車庫で軒の

高さが３ｍ

以下のもの 

ウ 玄関ポ

ーチ 

エ 幅２.

５ｍ以下の

出窓 

ｍを超え

てはなら

ない。 

（３） 建

築物の各

部分の高

さは、当

該部分か

ら隣地境

界線まで

の真北方

向の水平

距離に

１．２５

を乗じた

ものに５

ｍを加え

たものを

超えては

ならな

い。 

 ものは設

置しては

ならな

い。ただ

し、片袖

の長さが

２ｍ以下

であり、

かつ、高

さが１．

５ｍ以下

の門柱に

あっては

この限り

でない。

（公共施

設は除

く。） 

（２） 

フェンス

を設置す

るとき

は、敷地

の地盤面

からの高

さを１．

２ｍ以下

とし、か

つ、基礎

の高さを

０．６ｍ

以下と

し、通風

性がある

ものとす

る。（公

共施設は

除く。） 

阿野平

地地区

整備計

画区域 

全域 次に掲げる建築物は、

建築してはならない。 

（１） 法別表第２（は）

項に掲げる建築物以

外の建築物 

（２） 神社、寺院、教会

その他これらに類す

るもの 

（３） 公衆浴場 

― ― １５０ （１） 道

路境界線か

らの後退距

離は１ｍ以

上とする。 

（２） 隣

地境界線か

らの後退距

離は０．５

ｍ以上とす

る。 

（３） 次

の建築物又

は建築物の

部分につい

ては前２号

を適用しな

い。 

ア 外壁又 

― ― （１） 

道路境界

線から１

ｍ未満の

距離に設

置する垣

又はさく

の構造

は、生け

垣あるい

は通風性

のあるフ

ェンス、

鉄さく等

とし、ブ

ロック塀

等これら

に類する

ものは設 



      はこれに代

わる柱の中

心線の長さ

の合計が３

ｍ以下の部

分 

イ 物置、

車庫その他

これらに類

する用途に

供し、軒の

高さが３ｍ

以下で、か

つ後退距離

の限度に満

たない部分

の床面積の

合計が１０

㎡以下の建

築物 

  置しては

ならな

い。ただ

し、フェ

ンス等の

基礎でブ

ロック等

これに類

するもの

の高さが

０．６ｍ

以下のも

の、又は

片袖の長

さが２．

１ｍ以下

の門柱に

あっては

この限り

でない。 

荒井地

区整備

計画区

域 

全域 次に掲げる建築物は、

建築してはならない。 

（１） マージャン屋、ぱ

ちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、

場外車券売場その他

これらに類するもの 

（２） カラオケボックス

その他これに類する

もの 

（３） 畜舎 

（４） 倉庫でその用途に

供する部分の床面積

の合計が３，０００

㎡を超えるもの 

― ― ― ― ― ― ― 

柿ノ木

工業団

地地区

整備計

画区域 

A地区 次に掲げる建築物以外

の建築物は、建築しては

ならない。 

（１） 製造業（日本標準

産業分類に掲げる大

分類Ｅ－製造業に属 

するものに限る。） 

を営む工場、当該工

場に関連する研究開

発施設又は産学連携

を活かした健康長寿 

分野に関する研究開

発施設。ただし、次

に掲げるものを除

く。 

ア 法別表第２（ぬ）

項第３号８の３、１

３及び１３の２に掲

げるもの 

イ 法別表第２（る）

項第１号及び第２号

に掲げるもの 

１５／

１０ 

６／

１０ 

２，００

０ 

後退距離

は、次の各

号に掲げる

とおりとす

る。ただ

し、守衛

所、自転車

置場その他

これらに類

する用途に

供し、軒の

高さが３ｍ

以下で、か

つ後退距離

の限度に満

たない部分 

の床面積が

１５㎡以下

である建築

物等を除

く。 

（１） 道 

― ―  垣又は

さくは、

生垣又は

透視性の

あるフェ

ンス等

（基礎を

有する場

合にあっ

ては、敷

地地盤面

からの高

さが０．

６ｍまで

の基礎に

限る。）

としなけ

ればなら

ない。 

B地区 

 

 

 

１５ 

C地区 

 

― 

D地区 

 

２０／

１０ 



   

 

 

 

 

 

 

ウ 産業廃棄物（廃棄

物の処理及び清掃に

関する法律（昭和４

５年法律第１３７

号）第２条第４項に

規定するものをい

う。）の収集、運搬

又は処分の用に供す

るもの 

（２） 前号に掲げる建築

物に附属するもの 

   路１号、３

号、４号、

６号に接す

る道路の境

界線におい

ては、２ｍ

以上とす

る。 

（２） 緑

地１号、２

号、３号、

６号、７

号、８号に

接する道路

又は地区計

画区域の境

界線におい

ては、１５

ｍ以上とす

る。 

（３） 緑

地４号に接

する地区計

画区域の境

界線におい

ては、地区

整備計画の

計画図に示

す緑地４号

の幅員以上

とする。 

（４） 緑

地５号に接

する地区計

画区域の境

界線におい

ては、地区

整備計画の

計画図に示

す緑地５号

の幅員以上

とする。 

（５） 調

整池１号の

境界線の西

側において

は、１７ｍ

以上とす

る。 

（６） 調

整池２号の

境界線にお

いては、５

ｍ以上とす

る。 

（７） そ

の他の道路 

   



      又は水路の

境界線にお

いては、５

ｍ以上とす

る。 

   

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



議案第３０号 

 

   豊明市消防団条例の一部改正について 

豊明市消防団条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。  

 

令和３年２月２４日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典     

 

説 明 

この案を提出するのは、消防団員が災害出動等の職務に従事した場合の費用

弁償の支給等について必要な事項を定めるため必要があるからである。  

 



   豊明市消防団条例の一部を改正する条例 

 

 豊明市消防団条例（昭和４７年豊明市条例第８１号）の一部を次のように改

正する。 

 第５条中「豊明市長」を「市長」に改め、同条ただし書きを削る。 

 第６条を次のように改める。 

 （欠格事項） 

第６条 次の各号のいずれかに該当する者は、団員となることができない。 

（１） 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまでの者又はその執行

を受けることがなくなるまでの者 

（２） 第８条の規定により、懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２

年を経過しない者 

第７条第１項中「１」を「いずれか」に改め、同条第１項第１号中「よくな

い」を「良くない」に改める。 

第７条第２項を次のように改める。 

２ 団員は、次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、その身分を失う。 

 （１） 前条第１号に該当するに至ったとき。 

 （２） 第５条第１号に該当しなくなったとき。ただし、居住地又は勤務地

が当該消防団の区域の近隣であり、かつ、その者が引き続き団員とし

て活動できると任命権者が認めるときは、この限りでない。 

 第８条第１項中「１」を「いずれか」に、「豊明市長」を「市長」に改める。 

 第９条中「願出て」を「願い出て」に改める。 

第１１条中「豊明市長」を「市長」に改める。 

 第１５条を次のように改める。 

 （費用弁償） 

第１５条 団員が水火災又は地震等の災害、警戒及び訓練の職務に従事すると

きは、次の費用弁償を支給する。 

（１） 災害出動 １回につき ２，０００円 

（２） 警戒出動 １回につき ２，０００円 

（３） 訓練出動 １回につき １，０００円 



２ 団員が公務のため旅行したときは、豊明市特別職の職員で非常勤の者の報

酬及び費用弁償等に関する条例により旅費を支給する。 

   附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 





















































































































































































































































































































































議案第３８号 

 

 

 

 

 

令和２年度 

 

 

豊明市下水道事業会計補正予算書（第３号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第３８号  

        

令和２年度豊明市下水道事業会計補正予算（第３号）  

 

（総則）  

第１条 令和２年度豊明市下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めると

ころによる。   

（業務の予定量）       

第２条 令和２年度豊明市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条第

４号中「管きょ建設改良費７２９，４４３千円」を「管きょ建設改良費５３７，

９９７千円」に改める。  

（収益的収入及び支出）  

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

     （科目）     （既決予定額）   （補正予定額）   （計）  

収  入  

第１款 下水道事業収益 1,172,610 千円 8,406 千円 1,181,016 千円 

第３項 特別利益 0 千円 8,406 千円 8,406 千円 

支   出      

第１款 下水道事業費用 1,172,562 千円 △12,000 千円 1,160,562 千円 

第３項 特別損失 24,949 千円 △12,000 千円 12,949 千円 

（資本的収入及び支出）  

第４条 予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

     （科目）     （既決予定額）   （補正予定額）   （計）  

収  入  

第１款 資本的収入 991,268 千円 △191,446 千円 799,822 千円 

第１項 企業債 343,700 千円 △95,700 千円 248,000 千円 

第２項 他会計出資金 118,136 千円 33,872 千円 152,008 千円 

第６項 国庫補助金 342,118 千円 △129,618 千円 212,500 千円 
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支   出  

第１款 資本的支出 1,298,686 千円 △191,446 千円 1,107,240 千円 

第１項 建設改良費 747,509 千円 △191,446 千円 556,063 千円 

（企業債）  

第５条 予算第５条に定めた起債の限度額を次のとおり改める。  

（起債の目的）    （既決予定額）   （補正予定額）   （計）  

公共下水道事業債 325,700 千円 △95,700 千円 230,000 千円 

合計 343,700 千円 △95,700 千円 248,000 千円 

 

令和３年２月２４日提出         

 

豊明市長  小 浮 正 典  

2



（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 備考

1
下水道事業
収 益

1,172,610 8,406 1,181,016

3 特 別 利 益 0 8,406 8,406

3
そ の 他
特 別 利 益

0 8,406 8,406

（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 備考

2
下水道事業
費 用

1,172,562 △ 12,000 1,160,562

3 特 別 損 失 24,949 △ 12,000 12,949

4
そ の 他
特 別 損 失

24,949 △ 12,000 12,949

令和２年度豊明市下水道事業会計補正予算（第３号）実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　入

支　　　　出

目項款

款 目項

3



（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 備考

3 資本的収入 991,268 △ 191,446 799,822

1 企 業 債 343,700 △ 95,700 248,000

1 企 業 債 343,700 △ 95,700 248,000

2
他 会 計
出 資 金

118,136 33,872 152,008

1
他 会 計
出 資 金

118,136 33,872 152,008

6 国庫補助金 342,118 △ 129,618 212,500

1 国庫補助金 342,118 △ 129,618 212,500

（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 備考

4 資本的支出 1,298,686 △ 191,446 1,107,240

1 建設改良費 747,509 △ 191,446 556,063

1
管きょ建設
改 良 費

729,443 △ 191,446 537,997

款

収　　　　入

項 目款

資本的収入及び支出

支　　　　出

目項
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既決予定額 補正予定額 計

1
下水道事業
収 益

1,172,610 8,406 1,181,016

3 特 別 利 益 0 8,406 8,406

3
そ の 他
特 別 利 益

0 8,406 8,406

既決予定額 補正予定額 計

2
下水道事業
費 用

1,172,562 △ 12,000 1,160,562

3 特 別 損 失 24,949 △ 12,000 12,949

4
そ の 他
特 別 損 失

24,949 △ 12,000 12,949

収　　　　入

支　　　　出

令和２年度豊明市下水道事業会計補正予算（第３号）事項別明細書

収益的収入及び支出

款 項 目

款 項 目
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（単位：千円）

金額

2
そ の 他
特 別 利 益

8,406 令和元年度消費税及び地方消費税還付金等 8,406

（単位：千円）

金額

1
そ の 他
特 別 損 失

△ 12,000 令和元年度事業分消費税及び地方消費税 △ 12,000

説明

説明節

節
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既決予定額 補正予定額 計

3 資本的収入 991,268 △ 191,446 799,822

1 企 業 債 343,700 △ 95,700 248,000

1 企 業 債 343,700 △ 95,700 248,000

2 他会計出資金 118,136 33,872 152,008

1 他会計出資金 118,136 33,872 152,008

6 国庫補助金 342,118 △ 129,618 212,500

1 国 庫 補 助 金 342,118 △ 129,618 212,500

既決予定額 補正予定額 計

4 資本的支出 1,298,686 △ 191,446 1,107,240

1 建設改良費 747,509 △ 191,446 556,063

1
管 き ょ 建 設
改 良 費

729,443 △ 191,446 537,997

資本的収入及び支出

支　　　　出

款 項 目

収　　　　入

款 項 目
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（単位：千円）

金額

1 建 設 改 良 債 △ 95,700 公共下水道事業債 △ 95,700

1 他会計出資金 33,872 一般会計出資金 33,872

1 国 庫 補 助 金 △ 129,618 社会資本整備総合交付金 △ 129,618

（単位：千円）

金額

14 工 事 請 負 費 △ 176,537 管きょ等築造工事費 △ 176,537

24
補 償 、 補 填
及 び 賠 償 金

△ 14,909 物件移転報償費 △ 14,909

説明節

節 説明
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